
表３　独立行政法人等が扱う手続（申請・届出等手続）

手続名 根拠法令、根拠規定
実施時期
　（年度）

提示内容 独立行政法人等名
受付シス

テム
処理シス

テム
21年度 20年度

オンライ
ン化   実
施年度

オンライン化済み
手続の年間申請

等件数

オンライ
ン化の停
止状況

オンライ
ン化予定
の有無

オンライ
ン化停止
予定の
有無

21年度 20年度
オンライン

利用率（％） 備考
電子署名の

有無
備考

ａ ｂ ｃ ｃ／ｂ×100

救急救命士免許の申請 救急救命士法施行規則第１条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

日本救急医療財団

2,059 2,023 - - -

救急救命士名簿の訂正 救急救命士法施行規則第3条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

日本救急医療財団

182 166 - - -

救急救命士名簿の登録の削除 救急救命士法施行規則第4条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

日本救急医療財団

3 2 - - -

救急救命士免許証明書の書き換え交付申請 救急救命士法施行規則第5条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

日本救急医療財団

128 118 - - -

救急救命士免許証明書の再交付申請 救急救命士法施行規則第6条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

日本救急医療財団

18 14 - - -

救急救命士試験の受験の手続き 救急救命士法施行規則第12条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

日本救急医療財団

2,589 2,609 - - -

救急救命士試験の合格証の交付 救急救命士法施行規則第17条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

日本救急医療財団

2,538 2,578 - - -

救急救命士の試験の合格証明書の交付及び
手数料

救急救命士法施行規則第18条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

日本救急医療財団

1 0 - - -

歯科衛生士免許の申請 歯科衛生士法施行規則第１条の３ 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

歯科医療研修振興財団

5,825 6,484 - - -

歯科衛生士名簿の訂正 歯科衛生士法施行規則第３条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

歯科医療研修振興財団

6,658 7,476 - - -

歯科衛生士名簿の登録の抹消 歯科衛生士法施行規則第４条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

歯科医療研修振興財団

2 2 - - -

歯科衛生士免許証明書の書き換え交付申請 歯科衛生士法施行規則第５条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

歯科医療研修振興財団

4,735 5,449 - - -

歯科衛生士免許証明書の再交付申請 歯科衛生士法施行規則第６条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

歯科医療研修振興財団

467 662 - - -

歯科衛生士試験の受験の手続き 歯科衛生士法施行規則第１３条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

歯科医療研修振興財団

5,958 6,038 - - -

歯科衛生士試験の合格証書の交付 歯科衛生士法施行規則第１４条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

歯科医療研修振興財団

5,761 5,757 - - -

歯科衛生士試験の合格証明書の交付及び手
数料

歯科衛生士法施行規則第１５条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

歯科医療研修振興財団

0 0 - - -

言語聴覚士免許の申請 言語聴覚士法施行規則第１条の３ 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

医療研修推進財団

2,071 1,786 - - -

言語聴覚士名簿の訂正 言語聴覚士法施行規則第３条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

医療研修推進財団

580 536 - - -

（左記が○
の場合）

公的個人認
証サービス
の対応状況

公的個人認証サービス導入状況オンライン申請等件数オンライン化実施方策の提示 利用システム名 手続の年間申請等件数 オンライン化状況
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表３　独立行政法人等が扱う手続（申請・届出等手続）

手続名 根拠法令、根拠規定
実施時期
　（年度）

提示内容 独立行政法人等名
受付シス

テム
処理シス

テム
21年度 20年度

オンライ
ン化   実
施年度

オンライン化済み
手続の年間申請

等件数

オンライ
ン化の停
止状況

オンライ
ン化予定
の有無

オンライ
ン化停止
予定の
有無

21年度 20年度
オンライン

利用率（％） 備考
電子署名の

有無
備考

ａ ｂ ｃ ｃ／ｂ×100

（左記が○
の場合）

公的個人認
証サービス
の対応状況

公的個人認証サービス導入状況オンライン申請等件数オンライン化実施方策の提示 利用システム名 手続の年間申請等件数 オンライン化状況

言語聴覚士名簿の登録の削除 言語聴覚士法施行規則第４条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

医療研修推進財団

0 0 - - -

言語聴覚士免許証明書の書換え交付申請 言語聴覚士法施行規則第５条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

医療研修推進財団

580 536 - - -

言語聴覚士免許証明書の再交付申請 言語聴覚士法施行規則第６条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

医療研修推進財団

13 8 - - -

言語聴覚士試験の受験の手続き 言語聴覚士法施行規則第１２条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

医療研修推進財団

2,549 2,373 - - -

言語聴覚士試験の合格証書の交付 言語聴覚士法施行規則第１８条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

医療研修推進財団

1,619 1,344 - - -

言語聴覚士試験の合格証明書の交付及び手
数料

言語聴覚士法施行規則第１９条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

医療研修推進財団

0 0 - - -

臨床工学技士試験の受験の申請 臨床工学技士法施行規則第１２条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

医療機器センター

1,959 1,970 - - -

臨床工学技士試験の合格証書の交付 臨床工学技士法施行規則第１５条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

医療機器センター

1,555 1,533 - - -

臨床工学技士合格証書の交付及び手数料 臨床工学技士法施行規則第１６条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

医療機器センター

1 0 - - -

義肢装具士試験の受験の申請 義肢装具士法施行規則第１２条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（財）テクノエイド協会

159 147 - - -

義肢装具士試験の合格証書の交付 義肢装具士法施行規則第１５条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（財）テクノエイド協会

139 137 - - -

義肢装具士合格証書の交付及び手数料 義肢装具士法施行規則第１６条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（財）テクノエイド協会

0 0 - - -

あん摩マツサージ指圧師、はり師又はきゆう師
免許の申請

あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に
関する法律施行規則第１条の３

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

東洋療法研修試験財団

9,185 10,512 - - -

あん摩マツサージ指圧師、はり師又はきゆう師
名簿の訂正

あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に
関する法律施行規則第３条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

東洋療法研修試験財団

1,467 2,433 - - -

あん摩マツサージ指圧師、はり師又はきゆう師
名簿の登録の削除

あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に
関する法律施行規則第４条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

東洋療法研修試験財団

105 117 - - -

あん摩マツサージ指圧師、はり師又はきゆう師
免許証明書の書換え交付申請

あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に
関する法律施行規則第５条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

東洋療法研修試験財団

1,467 2,433 - - -

あん摩マツサージ指圧師、はり師又はきゆう師
免許証明書の再交付申請

あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に
関する法律施行規則第６条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

東洋療法研修試験財団

602 603 - - -

あん摩マツサージ指圧師、はり師又はきゆう師
試験の受験の手続き

あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に
関する法律施行規則第１７条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

東洋療法研修試験財団

12,831 12,933 - - -
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表３　独立行政法人等が扱う手続（申請・届出等手続）

手続名 根拠法令、根拠規定
実施時期
　（年度）

提示内容 独立行政法人等名
受付シス

テム
処理シス

テム
21年度 20年度

オンライ
ン化   実
施年度

オンライン化済み
手続の年間申請

等件数

オンライ
ン化の停
止状況

オンライ
ン化予定
の有無

オンライ
ン化停止
予定の
有無

21年度 20年度
オンライン

利用率（％） 備考
電子署名の

有無
備考

ａ ｂ ｃ ｃ／ｂ×100

（左記が○
の場合）

公的個人認
証サービス
の対応状況

公的個人認証サービス導入状況オンライン申請等件数オンライン化実施方策の提示 利用システム名 手続の年間申請等件数 オンライン化状況

あん摩マツサージ指圧師、はり師又はきゆう師
試験の合格証書の交付

あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に
関する法律施行規則第１８条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

東洋療法研修試験財団

9,492 9,952 - - -

あん摩マツサージ指圧師、はり師又はきゆう師
試験の合格証明書の交付及び手数料

あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に
関する法律施行規則第１９条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

東洋療法研修試験財団

4 0 - - -

柔道整復師免許の申請 柔道整復師法施行規則第１条の３ 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

柔道整復研修試験財団

5,093 5,584 - - -

柔道整復師名簿の訂正 柔道整復師法施行規則第３条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

柔道整復研修試験財団

286 243 - - -

柔道整復師名簿の登録の削除 柔道整復師法施行規則第４条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

柔道整復研修試験財団

14 14 - - -

柔道整復師免許証明書の書換え交付申請 柔道整復師法施行規則第５条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

柔道整復研修試験財団

286 243 - - -

柔道整復師免許証明書の再交付申請 柔道整復師法施行規則第６条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

柔道整復研修試験財団

112 134 - - -

柔道整復師試験の受験の手続き 柔道整復師法施行規則第１２条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

柔道整復研修試験財団

7,480 7,042 - - -

柔道整復師試験の合格証書の交付 柔道整復師法施行規則第１３条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

柔道整復研修試験財団

5,570 4,763 - - -

柔道整復師試験の合格証明書の交付及び手
数料

柔道整復師法施行規則第１４条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

柔道整復研修試験財団

5 0 - - -

調理技術審査(専門調理師)の認定証書の変更
申請

調理師法施行規則第２１条第２項 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

社団法人
調理技術技能センター

22 41 - - -

建築物環境衛生管理技術者の受験手続き 建築物における衛生的環境の確保に関する法
律施行規則第１８条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

財団法人ビル管理教育センター

12,223 11,600 - - -

理容師の受験手続き 理容師法施行規則第１５条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

財団法人理容師美容師試験研修センター

2,579 3,087 - - -

理容師の登録申請 理容師法施行規則第１条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

財団法人理容師美容師試験研修センター

1,844 1,991 - - -

理容師の登録消除 理容師法施行規則第４条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

財団法人理容師美容師試験研修センター

26 31 - - -

理容師免許証の記載事項の変更 理容師法施行規則第５条第２項 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

財団法人理容師美容師試験研修センター

703 689 - - -

理容師免許証の再交付申請 理容師法施行規則第６条第２項 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

財団法人理容師美容師試験研修センター

467 389 - - -

理容師試験の合格証明書の交付申請 理容師法施行規則第１７条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

財団法人理容師美容師試験研修センター

16 22 - - -
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表３　独立行政法人等が扱う手続（申請・届出等手続）

手続名 根拠法令、根拠規定
実施時期
　（年度）

提示内容 独立行政法人等名
受付シス

テム
処理シス

テム
21年度 20年度

オンライ
ン化   実
施年度

オンライン化済み
手続の年間申請

等件数

オンライ
ン化の停
止状況

オンライ
ン化予定
の有無

オンライ
ン化停止
予定の
有無

21年度 20年度
オンライン

利用率（％） 備考
電子署名の

有無
備考

ａ ｂ ｃ ｃ／ｂ×100

（左記が○
の場合）

公的個人認
証サービス
の対応状況

公的個人認証サービス導入状況オンライン申請等件数オンライン化実施方策の提示 利用システム名 手続の年間申請等件数 オンライン化状況

美容師の受験手続き 美容師法施行規則第１５条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

財団法人理容師美容師試験研修センター

28,863 33,664 - - -

美容師の登録申請 美容師法施行規則第１条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

財団法人理容師美容師試験研修センター

22,531 23,795 - - -

美容師の登録消除 美容師法施行規則第４条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

財団法人理容師美容師試験研修センター

6 11 - - -

美容師免許証の記載事項の変更 美容師法施行規則第５条第２項 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

財団法人理容師美容師試験研修センター

5,213 4,894 - - -

美容師免許証の再交付申請 美容師法施行規則第６条第２項 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

財団法人理容師美容師試験研修センター

1,541 1,387 - - -

美容師試験の合格証明書の交付申請 美容師法施行規則第１７条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

財団法人理容師美容師試験研修センター

127 106 - - -

給水装置工事主任技術者試験の受験申請 水道法施行規則第３２条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

給水工事技術振興財団

18,289 18,000 - - -

給水装置工事主任技術者試験の合格証書の
交付

水道法施行規則第３３条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

給水工事技術振興財団

4,514 6,000 - - -

理容師免許証の交付 理容師法５条の２第２項 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

財団法人理容師美容師試験研修センター

1,844 1,991 - - -

理容師試験の合格証書の交付 理容師法施行規則第１６条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

財団法人理容師美容師試験研修センター

1,610 1,896 - - -

美容師免許証の交付 美容師法第５条の２題２項 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

財団法人理容師美容師試験研修センター

22,531 23,795 - - -

美容師試験の合格証書の交付 美容師法施行規則第１６条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

財団法人理容師美容師試験研修センター

20,059 23,690 - - -

治験の対象とされる薬物の副作用・感染症等の
報告

薬事法第８０条の２第６項 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人医薬品医療機器総合機構 新 申 請
審 査 シ
ステム

新 申 請
審 査 シ
ステム 37,656 71,760 平成15

年度
37,656 0 66,080 - ×

医薬品・医薬部外品又は化粧品の副作用・感
染症等の報告

薬事法第７７条の４の２ 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人医薬品医療機器総合機構 副 作 用
等 情 報
管 理 シ
ステム

副 作 用
等 情 報
管 理 シ
ステム

283,370 233,050 平成15
年度

283,370 268,670 215,230 94.812

第一報のみではなく、追加報告も含
めた件数になっている。

○ -

鉱工業品が日本工業規格に該当する表示の認
定

工業標準化法第１９条第１項 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

主務大臣が承認する者又は主務大臣が指定する
者

0 0 - 0 -

加工技術が日本工業規格に該当する表示の認
定

工業標準化法第２５条第１項 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

主務大臣が承認する者又は主務大臣が指定する
者

0 0 - 0 -

医薬品、医薬部外品の適合性調査 薬事法第１４条第６項 平成１7年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人医薬品医療機器総合機構 新 申 請
審 査 シ
ステム

医 薬 品
等 調 査
支 援 シ
ステム

2,330 1,132 平成17
年度

2,330 0 0 - ○ -

医療機器の適合性調査 薬事法第１４条第６項 平成１7年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人医薬品医療機器総合機構 新 申 請
審 査 シ
ステム

医 薬 品
等 調 査
支 援 シ
ステム

1,100 960 平成17
年度

1,100 0 0 - ○ -
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表３　独立行政法人等が扱う手続（申請・届出等手続）

手続名 根拠法令、根拠規定
実施時期
　（年度）

提示内容 独立行政法人等名
受付シス

テム
処理シス

テム
21年度 20年度

オンライ
ン化   実
施年度

オンライン化済み
手続の年間申請

等件数

オンライ
ン化の停
止状況

オンライ
ン化予定
の有無

オンライ
ン化停止
予定の
有無

21年度 20年度
オンライン

利用率（％） 備考
電子署名の

有無
備考

ａ ｂ ｃ ｃ／ｂ×100

（左記が○
の場合）

公的個人認
証サービス
の対応状況

公的個人認証サービス導入状況オンライン申請等件数オンライン化実施方策の提示 利用システム名 手続の年間申請等件数 オンライン化状況

外国製造医薬品（体外診断用含む）、医薬部
外品、化粧品の製造販売承認事項軽微変更届
出

薬事法第１４条第６項 平成１7年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人医薬品医療機器総合機構 新 申 請
審 査 シ
ステム

新 申 請
審 査 シ
ステム 8,026 2 平成17

年度
8,026 0 0 - ×

外国製造医薬品、医薬部外品の適合性調査 薬事法第１４条第６項 平成１7年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人医薬品医療機器総合機構 新 申 請
審 査 シ
ステム

医 薬 品
等 調 査
支 援 シ
ステム

3 2 平成17
年度

3 0 0 - ○ -

外国製造医療機器の適合性調査 薬事法第１４条第６項 平成１7年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人医薬品医療機器総合機構 新 申 請
審 査 シ
ステム

医 薬 品
等 調 査
支 援 シ
ステム

157 81 平成17
年度

157 0 0 - ○ -

輸出用医薬品、医薬部外品の適合性調査 薬事法第８０条第１項 平成１7年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人医薬品医療機器総合機構 新 申 請
審 査 シ
ステム

医 薬 品
等 調 査
支 援 シ
ステム

8 27 平成17
年度

8 0 0 - ○ -

輸出用医療機器の適合性調査 薬事法第８０条第１項 平成１7年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人医薬品医療機器総合機構 新 申 請
審 査 シ
ステム

医 薬 品
等 調 査
支 援 シ
ステム

2 0 平成17
年度

2 0 0 - ○ -

原薬等登録原簿登録 薬事法第１４条の１１第１項 平成１7年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人医薬品医療機器総合機構 新 申 請
審 査 シ
ステム

新 申 請
審 査 シ
ステム 352 229 平成17

年度
352 0 0 - ×

原薬等登録原簿変更登録 薬事法第１４条の１３第１項 平成１7年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人医薬品医療機器総合機構 新 申 請
審 査 シ
ステム

新 申 請
審 査 シ
ステム 0 165 平成17

年度
0 0 0 - ×

原薬等登録原簿軽微変更届出 薬事法第１４条の１３第２項 平成１7年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人医薬品医療機器総合機構 新 申 請
審 査 シ
ステム

新 申 請
審 査 シ
ステム 0 667 平成17

年度
0 0 0 - ×

原薬等登録原簿登録証書換え交付 薬事法施行規則第７４条第１項 平成１7年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人医薬品医療機器総合機構 新 申 請
審 査 シ
ステム

新 申 請
審 査 シ
ステム 0 244 平成17

年度
0 0 0 - ×

原薬等登録原簿登録証再交付 薬事法施行規則第７５条第１項 平成１7年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人医薬品医療機器総合機構 新 申 請
審 査 シ
ステム

新 申 請
審 査 シ
ステム 0 4 平成17

年度
0 0 0 - ×

原薬等登録原簿登録承継届出 薬事法施行規則第８３条第１項 平成１7年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人医薬品医療機器総合機構 新 申 請
審 査 シ
ステム

新 申 請
審 査 シ
ステム 0 7 平成17

年度
0 0 0 - ×

指定管理医療機器等の製造販売の認証 薬事法第２３条の２第１項 平成１7年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

テュフズードジャパン株式会社、テュフ・ラインラン
ド・ジャパン株式会社、株式会社ＵＬ ＪＡＰＡＮ、Ｂ
ＳＩマネジメントシステム株式会社、ＳＧＳジャパン株
式会社、株式会社コスモス・コーポレイション、財団
法人 日本品質保証機構、ナノテックシュピンド
ラー株式会社、日本化学キューエイ株式会社、財
団法人 電気安全環境研究所、財団法人医療機
器センター、フジファルマ株式会社

1,455 2,100 - 0 -

年間申請件数に関しては概数であ
る。

指定管理医療機器等の製造販売の認証の一
部変更

薬事法第２３条の２第４項 平成１7年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

テュフズードジャパン株式会社、テュフ・ラインラン
ド・ジャパン株式会社、株式会社ＵＬ ＪＡＰＡＮ、Ｂ
ＳＩマネジメントシステム株式会社、ＳＧＳジャパン株
式会社、株式会社コスモス・コーポレイション、財団
法人 日本品質保証機構、ナノテックシュピンド
ラー株式会社、日本化学キューエイ株式会社、財
団法人 電気安全環境研究所、財団法人医療機
器センター、フジファルマ株式会社

681 500 - 0 -

年間申請件数に関しては概数であ
る。

指定管理医療機器等の製造販売の認証の軽
微変更届

薬事法第２３条の２第５項 平成１7年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

テュフズードジャパン株式会社、テュフ・ラインラン
ド・ジャパン株式会社、株式会社ＵＬ ＪＡＰＡＮ、Ｂ
ＳＩマネジメントシステム株式会社、ＳＧＳジャパン株
式会社、株式会社コスモス・コーポレイション、財団
法人 日本品質保証機構、ナノテックシュピンド
ラー株式会社、日本化学キューエイ株式会社、財
団法人 電気安全環境研究所、財団法人医療機
器センター、フジファルマ株式会社

1,190 330 - 0 -

年間申請件数に関しては概数であ
る。
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表３　独立行政法人等が扱う手続（申請・届出等手続）

手続名 根拠法令、根拠規定
実施時期
　（年度）

提示内容 独立行政法人等名
受付シス

テム
処理シス

テム
21年度 20年度

オンライ
ン化   実
施年度

オンライン化済み
手続の年間申請

等件数

オンライ
ン化の停
止状況

オンライ
ン化予定
の有無

オンライ
ン化停止
予定の
有無

21年度 20年度
オンライン

利用率（％） 備考
電子署名の

有無
備考

ａ ｂ ｃ ｃ／ｂ×100

（左記が○
の場合）

公的個人認
証サービス
の対応状況

公的個人認証サービス導入状況オンライン申請等件数オンライン化実施方策の提示 利用システム名 手続の年間申請等件数 オンライン化状況

鉱工業品の日本工業規格適合の認証 工業標準化法第１９条 平成１7年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

現時点でなし

0 0 - 0 -

加工技術の日本工業規格適合の認証 工業標準化法第２０条 平成１7年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

現時点でなし

0 0 - 0 -

外国製造業者が製造する鉱工業品等の日本
工業規格適合の認証

工業標準化法第２３条 平成１7年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

現時点でなし

0 0 - 0 -

労働安全衛生法第４４条第１項に基づく小型ボ
イラーの個別検定

ボイラー及び圧力容器安全規則〈労働安全衛
生法〉第９０条の２

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（社）日本ボイラ協会、（社）ボイラ・クレーン安全協
会

7,000 7,000 - - -

労働安全衛生法第４４条第１項に基づくゴム、
ゴム化合物又は合成樹脂を練るロール機及び
その急停止装置の個別検定

ボイラー及び圧力容器安全規則〈労働安全衛
生法〉第９０条の２

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（社）産業安全技術協会

10 10 - - -

型式検定合格証の有効期間の更新 機械等検定規則〈労働安全衛生法〉第１１条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（社）産業安全技術協会、（社）日本クレーン協会

10 10 - - -

型式検定合格証の書替え 機械等検定規則〈労働安全衛生法〉第１３条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（社）産業安全技術協会、（社）日本クレーン協会

10 10 - - -

社会保険労務士試験 社会保険労務士法第１０条、第１０条の２、同法
施行規則第６条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

民間法人全国社会保険労務士会連合会

67,745 61,910 - - -

社会保険労務士試験の試験科目の一部免除 社会保険労務士法第１１条、同法施行規則第５
条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

民間法人全国社会保険労務士会連合会

1,931 1,367 - - -

社会保険労務士の登録 社会保険労務士法第３条、第１４条の２第１項、
第１４条の５、同法施行規則第１２条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

民間法人全国社会保険労務士会連合会及び都
道府県社会保険労務士会

2,301 2,559 - - -

社会保険労務士の変更登録 社会保険労務士法第１４条の４、同法施行規則
第１２条の２

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

民間法人全国社会保険労務士会連合会及び都
道府県社会保険労務士会

3,388 2,963 - - -

コンサルタント登録証の書換え 労働安全コンサルタント及び労働衛生コンサル
タント規則第１８条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（社）日本労働安全衛生コンサルタント会

74 80 - - -

コンサルタントの業務廃止・刑罰等の報告 労働安全コンサルタント及び労働衛生コンサル
タント規則第１９条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（社）日本労働安全衛生コンサルタント会

1 0 - - -

労働安全コンサルタント試験 労働安全衛生法第８２条第１項 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（財）安全衛生技術試験協会

938 995 - - -

労働衛生コンサルタント試験 労働安全衛生法第８３条第１項 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（財）安全衛生技術試験協会

514 621 - - -

労働安全コンサルタント又は労働衛生コンサル
タントの登録

労働安全衛生法第８４条第１項 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（社）日本労働安全衛生コンサルタント会

312 244 - - -

労働安全衛生法第７５条第１項に基づくボイ
ラー技士免許試験（１）特級ボイラー技士免許
試験（２）一級ボイラー技士免許試験（３）二級ボ
イラー技士免許試験

労働安全衛生規則〈労働安全衛生法〉第７１条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（財）安全衛生技術試験協会

50,000 50,000 - - -

労働安全衛生法第７５条第１項に基づくボイ
ラー溶接士免許試験（１）特別ボイラー溶接士
免許試験（２）普通ボイラー溶接士免許試験

労働安全衛生規則〈労働安全衛生法〉第７１条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（財）安全衛生技術試験協会

800 800 - - -
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表３　独立行政法人等が扱う手続（申請・届出等手続）

手続名 根拠法令、根拠規定
実施時期
　（年度）

提示内容 独立行政法人等名
受付シス

テム
処理シス

テム
21年度 20年度

オンライ
ン化   実
施年度

オンライン化済み
手続の年間申請

等件数

オンライ
ン化の停
止状況

オンライ
ン化予定
の有無

オンライ
ン化停止
予定の
有無

21年度 20年度
オンライン

利用率（％） 備考
電子署名の

有無
備考

ａ ｂ ｃ ｃ／ｂ×100

（左記が○
の場合）

公的個人認
証サービス
の対応状況

公的個人認証サービス導入状況オンライン申請等件数オンライン化実施方策の提示 利用システム名 手続の年間申請等件数 オンライン化状況

労働安全衛生法第７５条第１項に基づくボイ
ラー整備士免許試験

労働安全衛生規則〈労働安全衛生法〉第７１条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（財）安全衛生技術試験協会

4,000 4,000 - - -

労働安全衛生法第７５条第１項に基づくクレー
ン・デリック運転士免許試験

労働安全衛生規則〈労働安全衛生法〉第７１条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（財）安全衛生技術試験協会

25,000 25,000 - - -

労働安全衛生法第７５条第１項に基づく移動式
クレーン運転士免許試験

労働安全衛生規則〈労働安全衛生法〉第７１条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（財）安全衛生技術試験協会

5,500 5,500 - - -

労働安全衛生法第７５条第１項に基づくガス溶
接作業主任者免許試験

労働安全衛生規則〈労働安全衛生法〉第７１条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（財）安全衛生技術試験協会

800 800 - - -

労働安全衛生法第７５条第１項に基づく林業架
線作業主任者免許試験

労働安全衛生規則〈労働安全衛生法〉第７１条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（財）安全衛生技術試験協会

200 200 - - -

労働安全衛生法第７５条第１項に基づく発破技
士免許試験

労働安全衛生規則〈労働安全衛生法〉第７１条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（財）安全衛生技術試験協会

800 800 - - -

労働安全衛生法第７５条第１項に基づく揚貨装
置運転士免許試験

労働安全衛生規則〈労働安全衛生法〉第７１条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（財）安全衛生技術試験協会

300 300 - - -

労働安全衛生法第７６条第１項に基づく木材加
工用機械作業主任者技能講習

労働安全衛生規則〈労働安全衛生法〉第８０条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

＊指定教習機関の指定省令を参照

3,000 3,000 - - -

労働安全衛生法第７６条第１項に基づくプレス
機械作業主任者技能講習

労働安全衛生規則〈労働安全衛生法〉第８０条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

＊指定教習機関の指定省令を参照

7,000 7,000 - - -

労働安全衛生法第７６条第１項に基づくボイ
ラー据付工事作業主任者技能講習

労働安全衛生規則〈労働安全衛生法〉第８０条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

＊指定教習機関の指定省令を参照

150 150 - - -

労働安全衛生法第７６条第１項に基づくボイ
ラー取扱作業主任者技能講習

労働安全衛生規則〈労働安全衛生法〉第８０条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

＊指定教習機関の指定省令を参照

18,000 18,000 - - -

労働安全衛生法第７６条第１項に基づく化学設
備関係第１種圧力容器取扱作業主任者技能講
習

労働安全衛生規則〈労働安全衛生法〉第８０条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

＊指定教習機関の指定省令を参照

1,800 1,800 - - -

労働安全衛生法第７６条第１項に基づく普通第
１種圧力容器取扱作業主任者技能講習

労働安全衛生規則〈労働安全衛生法〉第８０条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

＊指定教習機関の指定省令を参照

3,000 3,000 - - -

労働安全衛生法第７６条第１項に基づく床上操
作式クレーン運転技能講習

労働安全衛生規則〈労働安全衛生法〉第８０条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

＊指定教習機関の指定省令を参照

24,000 24,000 - - -

労働安全衛生法第７６条第１項に基づく小型移
動式クレーン運転技能講習

労働安全衛生規則〈労働安全衛生法〉第８０条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

＊指定教習機関の指定省令を参照

75,000 75,000 - - -

労働安全衛生法第７６条第１項に基づく玉掛技
能講習

労働安全衛生規則〈労働安全衛生法〉第８０条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

＊指定教習機関の指定省令を参照

200,000 200,000 - - -

労働安全衛生法第７６条第１項に基づく乾燥設
備作業主任者技能講習

労働安全衛生規則〈労働安全衛生法〉第８０条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

＊指定教習機関の指定省令を参照

6,900 6,900 - - -

労働安全衛生法第７６条第１項に基づくはい作
業主任者技能講習

労働安全衛生規則〈労働安全衛生法〉第８０条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

＊指定教習機関の指定省令を参照

6,700 6,700 - - -
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表３　独立行政法人等が扱う手続（申請・届出等手続）

手続名 根拠法令、根拠規定
実施時期
　（年度）

提示内容 独立行政法人等名
受付シス

テム
処理シス

テム
21年度 20年度

オンライ
ン化   実
施年度

オンライン化済み
手続の年間申請

等件数

オンライ
ン化の停
止状況

オンライ
ン化予定
の有無

オンライ
ン化停止
予定の
有無

21年度 20年度
オンライン

利用率（％） 備考
電子署名の

有無
備考

ａ ｂ ｃ ｃ／ｂ×100

（左記が○
の場合）

公的個人認
証サービス
の対応状況

公的個人認証サービス導入状況オンライン申請等件数オンライン化実施方策の提示 利用システム名 手続の年間申請等件数 オンライン化状況

労働安全衛生法第７６条第１項に基づく船内荷
役作業主任者技能講習

労働安全衛生規則〈労働安全衛生法〉第８０条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

＊指定教習機関の指定省令を参照

400 400 - - -

労働安全衛生法第７６条第１項に基づくガス溶
接技能講習

労働安全衛生規則〈労働安全衛生法〉第８０条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

＊指定教習機関の指定省令を参照

125,800 125,800 - - -

労働安全衛生法第７６条第１項に基づくフオー
クリフト運転技能講習

労働安全衛生規則〈労働安全衛生法〉第８０条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

＊指定教習機関の指定省令を参照

207,500 207,500 - - -

労働安全衛生法第７６条第１項に基づくシヨベ
ルローダー等運転技能講習

労働安全衛生規則〈労働安全衛生法〉第８０条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

＊指定教習機関の指定省令を参照

3,300 3,300 - - -

労働安全衛生法第７６条第１項に基づく不整地
運搬車運転技能講習

労働安全衛生規則〈労働安全衛生法〉第８０条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

＊指定教習機関の指定省令を参照

9,700 9,700 - - -

労働安全衛生法第７６条第１項に基づくコンク
リート破砕器作業主任者技能講習

労働安全衛生規則〈労働安全衛生法〉第８０条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

＊指定教習機関の指定省令を参照

500 500 - - -

技能講習修了証の再交付又は書換え申請 労働安全衛生規則〈労働安全衛生法〉第８２条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

＊指定教習機関の指定省令を参照

10 10 - - -

就業制限業務従事者労働災害再発防止講習
受講申込関係手続

労働安全衛生規則（労働安全衛生法）第９５条
の５第２項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

＊指定教習機関の指定省令を参照

10 10 - - -

労働安全衛生法第７６条第１項に基づくずい道
等の覆工作業主任者技能講習

労働安全衛生規則〈労働安全衛生法〉第８０条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

＊指定教習機関の指定省令を参照

900 900 - - -

労働安全衛生法第７６条第１項に基づく採石の
ための掘削作業主任者技能講習

労働安全衛生規則〈労働安全衛生法〉第８０条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

＊指定教習機関の指定省令を参照

700 700 - - -

労働安全衛生法第７６条第１項に基づく足場の
組立て等作業主任者技能講習

労働安全衛生規則〈労働安全衛生法〉第８０条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

＊指定教習機関の指定省令を参照

42,000 42,000 - - -

労働安全衛生法第７６条第１項に基づく建築物
等の鉄骨の組立て等作業主任者技能講習

労働安全衛生規則〈労働安全衛生法〉第８０条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

＊指定教習機関の指定省令を参照

8,000 8,000 - - -

労働安全衛生法第７６条第１項に基づく木造建
築物の組立て等作業主任者技能講習

労働安全衛生規則〈労働安全衛生法〉第８０条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

＊指定教習機関の指定省令を参照

7,000 7,000 - - -

労働安全衛生法第７６条第１項に基づく車両系
建設機械（整地、運搬、積込み用及び掘削用）
運転技能講習

労働安全衛生規則〈労働安全衛生法〉第８０条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

＊指定教習機関の指定省令を参照

100,000 100,000 - - -

労働安全衛生法第７６条第１項に基づく車両系
建設機械（基礎工事用）運転技能講習

労働安全衛生規則〈労働安全衛生法〉第８０条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

＊指定教習機関の指定省令を参照

2,000 2,000 - - -

労働安全衛生法第７６条第１項に基づく車両系
建設機械（解体用）運転技能講習

労働安全衛生規則〈労働安全衛生法〉第８０条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

＊指定教習機関の指定省令を参照

20,000 20,000 - - -

労働安全衛生法第７６条第１項に基づく高所作
業車運転技能講習

労働安全衛生規則〈労働安全衛生法〉第８０条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

＊指定教習機関の指定省令を参照

32,000 32,000 - - -

労働安全衛生法第７６条第１項に基づくコンク
リート造の工作物の解体等作業主任者技能講
習

労働安全衛生規則〈労働安全衛生法〉第８０条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

＊指定教習機関の指定省令を参照

900 900 - - -
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表３　独立行政法人等が扱う手続（申請・届出等手続）

手続名 根拠法令、根拠規定
実施時期
　（年度）

提示内容 独立行政法人等名
受付シス

テム
処理シス

テム
21年度 20年度

オンライ
ン化   実
施年度

オンライン化済み
手続の年間申請

等件数

オンライ
ン化の停
止状況

オンライ
ン化予定
の有無

オンライ
ン化停止
予定の
有無

21年度 20年度
オンライン

利用率（％） 備考
電子署名の

有無
備考

ａ ｂ ｃ ｃ／ｂ×100

（左記が○
の場合）

公的個人認
証サービス
の対応状況

公的個人認証サービス導入状況オンライン申請等件数オンライン化実施方策の提示 利用システム名 手続の年間申請等件数 オンライン化状況

労働安全衛生規則第７６条第１項に基づく地山
の掘削及び土止め支保工作業主任者技能講
習

労働安全衛生規則〈労働安全衛生法〉第８０条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

＊指定教習機関の指定省令を参照

29,000 29,000 - - -

労働安全衛生法第７６条第１項に基づくずい道
等の掘削等作業主任者技能講習

労働安全衛生規則〈労働安全衛生法〉第８０条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

＊指定教習機関の指定省令を参照

1,600 1,600 - - -

労働安全衛生法第７６条第１項に基づく型わく
支保工の組立て等作業主任者技能講習

労働安全衛生規則〈労働安全衛生法〉第８０条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

＊指定教習機関の指定省令を参照

19,000 19,000 - - -

労働安全衛生法第７６条第１項に基づく鋼橋架
設等作業主任者技能講習

労働安全衛生規則〈労働安全衛生法〉第８０条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

＊指定教習機関の指定省令を参照

800 800 - - -

労働安全衛生法第７６条第１項に基づくコンク
リート橋架設等作業主任者技能講習

労働安全衛生規則〈労働安全衛生法〉第８０条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

＊指定教習機関の指定省令を参照

800 800 - - -

労働安全衛生法第７５条第１項に基づく衛生管
理者免許試験

労働安全衛生規則〈労働安全衛生法〉第６９条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（財）安全衛生技術試験協会

42,000 42,000 - - -

作業環境測定士の業務廃止、死亡の報告 作業環境測定法施行規則第１２条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（社）日本作業環境測定協会

10 10 - - -

作業環境測定士の資格講習 作業環境測定法第５条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

日本原子力研究所、（社）日本アイソトープ協会、
（社）日本作業環境測定協会、（財）労働科学研究
所、（社）関西労働衛生技術センター 1,400 1,400 - - -

作業環境測定士の試験（１）第１種作業環境測
定士試験（２）第２種作業環境測定士試験

作業環境測定法第１４条第１項 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（財）安全衛生技術試験協会

2,800 2,800 - - -

作業環境測定士の登録 作業環境測定法第７条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（社）日本作業環境測定協会

1,000 1,000 - - -

作業環境測定士登録証の書換え 作業環境測定法施行規則第９条第１項 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（社）日本作業環境測定協会

300 300 - - -

労働安全衛生法第７５条第１項に基づく高圧室
内作業主任者免許試験

高気圧作業安全衛生規則〈労働安全衛生法〉
第４７条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（財）安全衛生技術試験協会

50 50 - - -

労働安全衛生法第７５条第１項に基づく潜水士
免許試験

高気圧作業安全衛生規則〈労働安全衛生法〉
第５２条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（財）安全衛生技術試験協会

7,000 7,000 - - -

労働安全衛生法第７６条第１項に基づく酸素欠
乏危険作業主任者技能講習

酸素欠乏危険作業主任者技能講習（労働安全
衛生法）

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

＊指定教習機関の指定省令を参照

4,000 4,000 - - -

労働安全衛生法第７６条第１項に基づく酸素欠
乏・硫化水素危険作業主任者技能講習

酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者技能講習
（労働安全衛生法）

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

＊指定教習機関の指定省令を参照

40,000 40,000 - - -

労働安全衛生法第７５条第１項に基づくエツク
ス線作業主任者免許試験

電離放射線障害防止規則〈労働安全衛生法〉
第４８条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（財）安全衛生技術試験協会

6,500 6,500 - - -

労働安全衛生法第７５条第１項に基づくガンマ
線透過写真撮影作業主任者免許試験

電離放射線障害防止規則〈労働安全衛生法〉
第５２条の４

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（財）安全衛生技術試験協会

300 300 - - -

労働安全衛生法第７６条第１項に基づく鉛作業
主任者技能講習

鉛作業主任者技能講習規程〈労働安全衛生
法〉

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

＊指定教習機関の指定省令を参照

1,500 2,000 - - -
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表３　独立行政法人等が扱う手続（申請・届出等手続）

手続名 根拠法令、根拠規定
実施時期
　（年度）

提示内容 独立行政法人等名
受付シス

テム
処理シス

テム
21年度 20年度

オンライ
ン化   実
施年度

オンライン化済み
手続の年間申請

等件数

オンライ
ン化の停
止状況

オンライ
ン化予定
の有無

オンライ
ン化停止
予定の
有無

21年度 20年度
オンライン

利用率（％） 備考
電子署名の

有無
備考

ａ ｂ ｃ ｃ／ｂ×100

（左記が○
の場合）

公的個人認
証サービス
の対応状況

公的個人認証サービス導入状況オンライン申請等件数オンライン化実施方策の提示 利用システム名 手続の年間申請等件数 オンライン化状況

労働安全衛生法第７６条第１項に基づく特定化
学物質及び四アルキル鉛等作業主任者技能
講習

特定化学物質及び四アルキル鉛等作業主任
者技能講習規程〈労働安全衛生法〉

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

＊指定教習機関の指定省令を参照

35,000 200 - - -

労働安全衛生法第７６条第１項に基づく石綿作
業主任者技能講習

石綿作業主任者技能講習規程〈労働安全衛生
法〉

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

＊指定教習機関の指定省令を参照

10,000 20,000 - - -

労働安全衛生法第７６条第１項に基づく有機溶
剤作業主任者技能講習

有機溶剤作業主任者技能講習規程〈労働安全
衛生法〉

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

＊指定教習機関の指定省令を参照

60,000 50,000 - - -

労働災害防止業務従事者労働災害再発防止
講習受講申込関係手続

労働安全衛生規則第95条の４ 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

指定教習機関

10 10 - - -

作業環境測定士試験合格証再交付申請 作業環境測定法施行規則第21条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（財）安全衛生技術試験協会

50 50 - - -

作業環境測定士講習、研修修了証再交付申請 作業環境測定法施行規則第29条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

日本原子力研究所、（社）日本アイソトープ協会、
（社）日本作業環境測定協会、（財）労働科学研究
所、（社）関西労働衛生技術センター 0 0 - - -

労働安全衛生法第４４条第１項に基づく第２種
圧力容器の個別検定

機械等検定規則（労働安全衛生法）第1条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（社）日本ボイラ協会、（社）ボイラ・クレーン安全協
会

117,000 117,000 - - -

型式検定合格証の再交付の申請 機械等検定規則（労働安全衛生法）第12条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（社）産業安全技術協会、（社）日本クレーン協会

10 10 - - -

労働安全衛生法第４４条第１項に基づく小型圧
力容器の個別検定

ボイラー及び圧力容器安全規則〈労働安全衛
生法〉第９０条の２

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（社）日本ボイラ協会、（社）ボイラ・クレーン安全協
会

8,500 8,500 - - -

プレス機械又はシヤーの安全装置の型式検定
の申請

機械等検定規則（労働安全衛生法）第6条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（社）産業安全技術協会

40 40 - - -

ゴム、ゴム化合物又は合成樹脂を練るロール機
の急停止装置の型式検定の申請

機械等検定規則（労働安全衛生法）第6条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（社）産業安全技術協会

10 10 - - -

防爆構造電気機械器具の型式検定の申請 機械等検定規則（労働安全衛生法）第6条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（社）産業安全技術協会

1,200 1,200 - - -

クレーン又は移動式クレーンの過負荷防止装
置の型式検定の申請

機械等検定規則（労働安全衛生法）第6条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（社）日本クレーン協会

100 100 - - -

防じんマスクの型式検定の申請 機械等検定規則（労働安全衛生法）第6条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（社）産業安全技術協会

32 40 - - -

防毒マスクの型式検定の申請 機械等検定規則（労働安全衛生法）第6条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（社）産業安全技術協会

29 27 - - -

木材加工用丸のこ盤の歯の接触予防装置の型
式検定の申請

機械等検定規則（労働安全衛生法）第6条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（社）産業安全技術協会

30 30 - - -

動力により駆動されるプレス機械の型式検定の
申請

機械等検定規則（労働安全衛生法）第6条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（社）産業安全技術協会

50 50 - - -

交流アーク溶接機用自動電撃防止装置の型式
検定の申請

機械等検定規則（労働安全衛生法）第6条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（社）産業安全技術協会

10 10 - - -
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表３　独立行政法人等が扱う手続（申請・届出等手続）

手続名 根拠法令、根拠規定
実施時期
　（年度）

提示内容 独立行政法人等名
受付シス

テム
処理シス

テム
21年度 20年度

オンライ
ン化   実
施年度

オンライン化済み
手続の年間申請

等件数

オンライ
ン化の停
止状況

オンライ
ン化予定
の有無

オンライ
ン化停止
予定の
有無

21年度 20年度
オンライン

利用率（％） 備考
電子署名の

有無
備考

ａ ｂ ｃ ｃ／ｂ×100

（左記が○
の場合）

公的個人認
証サービス
の対応状況

公的個人認証サービス導入状況オンライン申請等件数オンライン化実施方策の提示 利用システム名 手続の年間申請等件数 オンライン化状況

絶縁用保護具の型式検定の申請 機械等検定規則（労働安全衛生法）第6条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（社）産業安全技術協会

120 120 - - -

絶縁用防具の型式検定の申請 機械等検定規則（労働安全衛生法）第6条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（社）産業安全技術協会

120 120 - - -

保護帽の型式検定の申請 機械等検定規則（労働安全衛生法）第6条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（社）産業安全技術協会

500 500 - - -

社会保険労務士法人成立の届出 社会保険労務士法第２５条の１３第１項 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

民間法人全国社会保険労務士会連合会及び都
道府県社会保険労務士会

61 54 - - -

社会保険労務士法人定款の変更届け 社会保険労務士法第２５条の１４ 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

民間法人全国社会保険労務士会連合会及び都
道府県社会保険労務士会

93 82 - - -

社会保険労務士法人解散の届出 社会保険労務士法第２５条の２２第３項 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

民間法人全国社会保険労務士会連合会及び都
道府県社会保険労務士会

11 5 - - -

社会保険労務士法人合併の届出 社会保険労務士法第２５条の２３第３項 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

民間法人全国社会保険労務士会連合会及び都
道府県社会保険労務士会

0 0 - - -

作業環境測定士登録証の再交付 作業環境測定法施行規則第１０条第１項 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（社）日本作業環境測定協会

20 20 - - -

作業環境測定士登録証の返納 作業環境測定法施行規則第１０条第２項、第１
３条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（社）日本作業環境測定協会

5 5 - - -

クレーン運転実技教習の受講申込 労働安全衛生規則（労働安全衛生法）第75条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

＊指定教習機関の指定省令を参照

10 10 - - -

移動式クレーン運転実技教習の受講申込 労働安全衛生規則（労働安全衛生法）第75条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

＊指定教習機関の指定省令を参照

10 10 - - -

デリック運転実技教習の受講申込 労働安全衛生規則（労働安全衛生法）第75条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

＊指定教習機関の指定省令を参照

10 10 - - -

揚貨装置運転実技教習の受講申込 労働安全衛生規則（労働安全衛生法）第75条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

＊指定教習機関の指定省令を参照

10 10 - - -

コンサルタント登録証の再交付申請 労働安全コンサルタント及び労働衛生コンサル
タント規則第１８条の２

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（社）日本労働安全衛生コンサルタント会

2 72 - - -

退職金共済手帳の交付 中小企業退職金共済法第７条第３項 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

373,413 411,561 - - -

掛金月額の変更申込み 中小企業退職金共済法第９条 施行規則第１１
条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

169,931 194,314 - - -

分割退職金の請求 中小企業退職金共済法第１２条 施行規則第２
３条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

184 122 - - -

特定企業年金制度等を実施する旨の申出 中小企業退職金共済法第１７条 施行規則第３
２条第１項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

15 32 - - -
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表３　独立行政法人等が扱う手続（申請・届出等手続）

手続名 根拠法令、根拠規定
実施時期
　（年度）

提示内容 独立行政法人等名
受付シス

テム
処理シス

テム
21年度 20年度

オンライ
ン化   実
施年度

オンライン化済み
手続の年間申請

等件数

オンライ
ン化の停
止状況

オンライ
ン化予定
の有無

オンライ
ン化停止
予定の
有無

21年度 20年度
オンライン

利用率（％） 備考
電子署名の

有無
備考

ａ ｂ ｃ ｃ／ｂ×100

（左記が○
の場合）

公的個人認
証サービス
の対応状況

公的個人認証サービス導入状況オンライン申請等件数オンライン化実施方策の提示 利用システム名 手続の年間申請等件数 オンライン化状況

特定企業年金制度等を実施した旨の申出 中小企業退職金共済法第１７条第１項 施行規
則第３４条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

24 32 - - -

掛金納付月数通算の申出 中小企業退職金共済法第１８条 施行規則第４
１条第１項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

16,295 18,471 - - -

納付期限延長の申出 中小企業退職金共済法第２６条第１項 施行規
則第５０条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

0 1 - - -

過去勤務期間の通算及び過去勤務期間としな
い期間の申出

中小企業退職金共済法第２７条第１項 施行規
則第５３条及び第５４条第２項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

8,746 2,333 - - -

他の退職金共済制度に係る退職金相当額の受
入れの申出

中小企業退職金共済法第３０条第１項 施行規
則第６３条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

68 17 - - -

他の退職金共済制度への退職金相当額の引
渡しの申出及び通知

中小企業退職金共済法第３１条第１項 施行規
則第６７条及び第６９条第２項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

17 147 - - -

中小企業者でない事業主となった届出 中小企業退職金共済法第３７条 施行規則第７
０条第１項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

36 53 - - -

被共済者退職の届出 中小企業退職金共済法第３７条 施行規則第７
２条第１項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

267,307 335,303 - - -

特定業種間の掛金納付月数通算の申出 中小企業退職金共済法第４６条第１項第１号及
び第２号　施行規則第９４条第１項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

14 6 - - -

退職金共済手帳の交付 中小企業退職金共済法第４８条第１項 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

147,877 140,143 - - -

特定業種に属する事業を営む中小企業者でな
い事業主となった届出

中小企業退職金共済法第５０条 施行規則第１
０３条第１項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

35 29 - - -

制度間の移動による通算の申出及び繰入れた
金額等の通知

中小企業退職金共済法第５５条第１項第１号、
第２号及び第４項 施行規則第１０９条第１項、
第１１０条第２項及び第１１２条第２項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

292 632 - - -

契約締結の拒絶の通知 中小企業退職金共済法施行規則第５条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

0 136 - - -

機構が行う契約の解除の通知 中小企業退職金共済法施行規則第６条第１項
及び第８０条第３項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

4,328 3,392 - - -

契約存続の承認の通知 中小企業退職金共済法施行規則第８条第２項
及び第８０条第３項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

0 0 - - -

共済契約者が行う契約の解除の通知 中小企業退職金共済法施行規則第１０条及び
第８０条第３項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

5,328 7,807 - - -

新手帳の交付 中小企業退職金共済法施行規則第１２条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

169,931 194,314 - - -

退職金の請求 中小企業退職金共済法施行規則第１４条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

265,376 297,233 - - -
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表３　独立行政法人等が扱う手続（申請・届出等手続）

手続名 根拠法令、根拠規定
実施時期
　（年度）

提示内容 独立行政法人等名
受付シス

テム
処理シス

テム
21年度 20年度

オンライ
ン化   実
施年度

オンライン化済み
手続の年間申請

等件数

オンライ
ン化の停
止状況

オンライ
ン化予定
の有無

オンライ
ン化停止
予定の
有無

21年度 20年度
オンライン

利用率（％） 備考
電子署名の

有無
備考

ａ ｂ ｃ ｃ／ｂ×100

（左記が○
の場合）

公的個人認
証サービス
の対応状況

公的個人認証サービス導入状況オンライン申請等件数オンライン化実施方策の提示 利用システム名 手続の年間申請等件数 オンライン化状況

退職金支払通知書の送付 中小企業退職金共済法施行規則第１５条第１
項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

311 410 - - -

退職金額の減額の申出及び通知 中小企業退職金共済法施行規則第２０条及び
第８５条第３項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

48 103 - - -

解約手当金の請求 中小企業退職金共済法施行規則第２６条第１
項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

13,402 12,341 - - -

解約手当金支払通知書の送付 中小企業退職金共済法施行規則第２７条第１
項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

21 29 - - -

解約手当金額の減額通知 中小企業退職金共済法施行規則第２７条第２
項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

0 0 - - -

特定企業年金制度等へ引き渡したことの通知 中小企業退職金共済法施行規則第３６条第２
項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

39 147 - - -

特定企業年金制度等を実施する旨の申出後解
約手当金支給事由が生じた旨の通知

中小企業退職金共済法施行規則第３８条第１
項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

0 0 - - -

手帳の返還 中小企業退職金共済法施行規則第４３条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

29,893 18,471 - - -

掛金の直接納付の申出 中小企業退職金共済法施行規則第４４条第１
項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

41 37 - - -

掛金収納状況書類の送付 中小企業退職金共済法施行規則第４４条第３
項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

369,907 373,774 - - -

過去勤務掛金納付の通知 中小企業退職金共済法施行規則第５９条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

0 0 - - -

再び中小企業者となった場合の届出 中小企業退職金共済法施行規則第７１条及び
第１０３条第３項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

0 0 - - -

共済手帳紛失の届出 中小企業退職金共済法施行規則第７３条及び
第１０４条第５項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

12,002 6,691 - - -

特定業種共済契約の申込み 中小企業退職金共済法施行規則第７４条第１
項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

7,172 6,345 - - -

特定業種共済契約の拒絶の通知 中小企業退職金共済法施行規則第７７条第２
項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

0 0 - - -

共済契約者証票の交付 中小企業退職金共済法施行規則第７８条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

7,172 6,345 - - -

被共済者とならない者の範囲の変更 中小企業退職金共済法施行規則第７９条第１
項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

0 0 - - -

共済契約者証票の返還 中小企業退職金共済法施行規則第８１条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

7,873 9,318 - - -
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表３　独立行政法人等が扱う手続（申請・届出等手続）

手続名 根拠法令、根拠規定
実施時期
　（年度）

提示内容 独立行政法人等名
受付シス

テム
処理シス

テム
21年度 20年度

オンライ
ン化   実
施年度

オンライン化済み
手続の年間申請

等件数

オンライ
ン化の停
止状況

オンライ
ン化予定
の有無

オンライ
ン化停止
予定の
有無

21年度 20年度
オンライン

利用率（％） 備考
電子署名の

有無
備考

ａ ｂ ｃ ｃ／ｂ×100

（左記が○
の場合）

公的個人認
証サービス
の対応状況

公的個人認証サービス導入状況オンライン申請等件数オンライン化実施方策の提示 利用システム名 手続の年間申請等件数 オンライン化状況

退職金の請求 中小企業退職金共済法施行規則第８３条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

75,682 81,695 - - -

退職金支払通知書の送付 中小企業退職金共済法施行規則第８３条第２
項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

2,052 2,093 - - -

特定業種間を移動した場合の差額送金通知書
の送付

中小企業退職金共済法施行規則第９５条第１
項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

4 14 - - -

特定業種間を移動した場合の繰入れの通知 中小企業退職金共済法施行規則第９５条第２
項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

13 12 - - -

元請負人の事務処理の届書 中小企業退職金共済法施行規則第９８条第１
項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

0 7 - - -

元請負人の事務処理届書の変更届書 中小企業退職金共済法施行規則第９８条第３
項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

0 0 - - -

共済手帳の請求 中小企業退職金共済法施行規則第１０２条第１
項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

147,877 140,143 - - -

共済契約者の氏名・住所変更届出 中小企業退職金共済法施行規則第１０４条第１
項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

9,102 9,465 - - -

印章の印影の変更届出 中小企業退職金共済法施行規則第１０４条第２
項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

0 1 - - -

共済契約者証票の紛失届出 中小企業退職金共済法施行規則第１０４条第３
項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

58 42 - - -

被共済者氏名変更届出 中小企業退職金共済法施行規則第１０４条第４
項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

5,757 5,075 - - -

従前の積立事業に係る積立金の納付に係る書
類の提出

中小企業退職金共済法施行規則第１０６条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

0 0 - - -

差額送金通知書の送付 中小企業退職金共済法施行規則第１１０条第１
項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

589 461 - - -

差額送金通知書の送付 中小企業退職金共済法施行規則第１１２条第２
項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

0 0 - - -

特定業種の指定に伴う応募書の提出 独立行政法人勤労者退職金共済機構の業務
運営並びに財務及び会計に関する省令第８条
第２項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人勤労者退職金共済機構

0 0 - - -

社会保険労務士の登録抹消申請 社会保険労務士法第１４条の１０第１項第１号 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

民間法人全国社会保険労務士会連合会及び都
道府県社会保険労務士会

1,056 1,000 - - -

年間申請件数について、概数である

社会保険労務士の登録抹消届出 社会保険労務士法第１４条の１０第１項第２号、
第４号、第２項、同法施行規則第１２条の４

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

民間法人全国社会保険労務士会連合会及び都
道府県社会保険労務士会

184 180 - - -

社会保険労務士証票の再交付申請 社会保険労務士法第１４条の１２第２項、同法
施行規則第１２条の５第２項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

民間法人全国社会保険労務士会連合会及び都
道府県社会保険労務士会

195 169 - - -
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表３　独立行政法人等が扱う手続（申請・届出等手続）

手続名 根拠法令、根拠規定
実施時期
　（年度）

提示内容 独立行政法人等名
受付シス

テム
処理シス

テム
21年度 20年度

オンライ
ン化   実
施年度

オンライン化済み
手続の年間申請

等件数

オンライ
ン化の停
止状況

オンライ
ン化予定
の有無

オンライ
ン化停止
予定の
有無

21年度 20年度
オンライン

利用率（％） 備考
電子署名の

有無
備考

ａ ｂ ｃ ｃ／ｂ×100

（左記が○
の場合）

公的個人認
証サービス
の対応状況

公的個人認証サービス導入状況オンライン申請等件数オンライン化実施方策の提示 利用システム名 手続の年間申請等件数 オンライン化状況

障害者雇用納付金申告書の提出 障害者の雇用の促進等に関する法律第５６条
第１項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

高齢・障害者雇用支援機構

12,580 12,289

○

- - -

障害者雇用納付金の延納 障害者の雇用の促進等に関する法律第５７条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

高齢・障害者雇用支援機構

2,173 2,459

○

- - -

障害者職業生活相談員の資格認定講習 障害者の雇用の促進等に関する法律第７９条
第１項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

高齢・障害者雇用支援機構

4,157 3,940 - - -

障害者雇用調整金の申請 障害者の雇用の促進等に関する法律施行令第
１４条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

高齢・障害者雇用支援機構

3,662 3,335

○

- - -

報奨金の申請 障害者の雇用の促進等に関する法律附則第２
条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

高齢・障害者雇用支援機構

1,887 1,940

○

- - -

在宅就業障害者特例調整金の申請 障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則
第35条

平成１５年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

高齢・障害者雇用支援機構

9 5 ○ - -

在宅就業障害者特例報奨金の申請 障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則
附則第3条の２第１項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

高齢・障害者雇用支援機構

3 2 ○ - -

指定試験機関が行う技能検定試験の受検申請 職業能力開発促進法施行規則第６６条第１，２
項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

指定試験機関（(社)金融財政事情研究会、NPO法
人日本ファイナンシャル・プランナーズ協会、(社)
日本ホテル・レストランサービス技能協会、日本ウ
インドウ・フィルム工業会、(社)全国ビルメンテナン
ス協会、(社)調理技術技能センター、NPO法人高
度情報通信推進協議会、NPO法人インターネット
スキル認定普及協会、一般社団法人知的財産教
育協会、ＮＰＯ法人キャリア・コンサルティング協議
会、一般社団法人全日本着付け技能センター）

各 指 定
試 験 機
関のHP

各 指 定
試 験 機
関のHP

521,561 426,411 平成16
年度

521,561 253,930 131,045 48.687 ×

指定試験機関が行う技能検定の合格証書の再
交付

職業能力開発促進法施行規則第６９条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

指定試験機関（(社)金融財政事情研究会、NPO法
人日本ファイナンシャル・プランナーズ協会、(社)
日本ホテル・レストランサービス技能協会、日本ウ
インドウ・フィルム工業会、(社)全国ビルメンテナン
ス協会、(社)調理技術技能センター、NPO法人高
度情報通信推進協議会、NPO法人インターネット
スキル認定普及協会、一般社団法人知的財産教
育協会、ＮＰＯ法人キャリア・コンサルティング協議
会、一般社団法人全日本着付け技能センター）

268 136 - - -

雇用・能力開発債券申込 独立行政法人雇用・能力開発機構法施行令第
８条第１項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人雇用・能力開発機構

159 162 - - -

都道府県知事の要請等 独立行政法人雇用・能力開発機構法第２０条
第１項

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人雇用・能力開発機構

0 0 - - -

指定医療機関に対する医療費の決定 生活保護法第５３条第４項 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

社会保険診療報酬支払基金

0 - - - -

社会福祉士の受験手続き 社会福祉士及び介護福祉士法施行規則第６条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

財団法人社会福祉振興・試験センター

43,631 46,099 - - -

社会福祉士の登録申請 社会福祉士及び介護福祉士法施行規則第１０
条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

財団法人社会福祉振興・試験センター

19,823 13,707 - - -

社会福祉士登録事項の変更 社会福祉士及び介護福祉士法施行規則第１２
条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

財団法人社会福祉振興・試験センター

2,208 4,485 - - -

社会福祉士登録証再交付の申請 社会福祉士及び介護福祉士法施行規則第１３
条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

財団法人社会福祉振興・試験センター

110 294 - - -
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表３　独立行政法人等が扱う手続（申請・届出等手続）

手続名 根拠法令、根拠規定
実施時期
　（年度）

提示内容 独立行政法人等名
受付シス

テム
処理シス

テム
21年度 20年度

オンライ
ン化   実
施年度

オンライン化済み
手続の年間申請

等件数

オンライ
ン化の停
止状況

オンライ
ン化予定
の有無

オンライ
ン化停止
予定の
有無

21年度 20年度
オンライン

利用率（％） 備考
電子署名の

有無
備考

ａ ｂ ｃ ｃ／ｂ×100

（左記が○
の場合）

公的個人認
証サービス
の対応状況

公的個人認証サービス導入状況オンライン申請等件数オンライン化実施方策の提示 利用システム名 手続の年間申請等件数 オンライン化状況

介護福祉士の受験手続き 社会福祉士及び介護福祉士法施行規則第２４
条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

財団法人社会福祉振興・試験センター

153,811 130,830 - - -

介護福祉士の登録申請 社会福祉士及び介護福祉士法施行規則第２６
条（同施行規則第１０条準用）

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

財団法人社会福祉振興・試験センター

78,909 87,642 - - -

介護福祉士登録事項の変更 社会福祉士及び介護福祉士法施行規則第２６
条（同施行規則第１２条準用）

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

財団法人社会福祉振興・試験センター

10,691 23,348 - - -

介護福祉士登録証再交付の申請 社会福祉士及び介護福祉士法施行規則第２６
条（同施行規則第１３条準用）

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

財団法人社会福祉振興・試験センター

963 2,923 - - -

共済契約者の届出（納付期限の延長） 社会福祉施設職員等退職手当共済法施行規
則第１１条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人福祉医療機構

0 0 - - -

共済契約者の届出（経営者の資格喪失） 社会福祉施設職員等退職手当共済法施行規
則第１２条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人福祉医療機構

31 30 - - -

共済契約者の届出（被共済職員との契約締結） 社会福祉施設職員等退職手当共済法施行規
則第１３条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人福祉医療機構

0 0 - - -

共済契約者の届出（被共済職員の氏名、被共
済職員期間、従事する施設等の定期報告）

社会福祉施設職員等退職手当共済法施行規
則第１４条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人福祉医療機構 退 職 手
当 共 済
電 子 届
出システ
ム

退 職 手
当 共 済
業 務 処
理システ
ム

685,012 673,408 平成19
年度

685,012 512,251 453,859 74.780 ×

共済契約者の届出（被共済職員の新規加入） 社会福祉施設職員等退職手当共済法施行規
則第１５条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人福祉医療機構

91,759 86,802 - - -

共済契約者の届出（被共済職員の退職） 社会福祉施設職員等退職手当共済法施行規
則第１６条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人福祉医療機構

80,183 88,355 - - -

共済契約者の届出（共済契約者の氏名、名
称、住所の変更）

社会福祉施設職員等退職手当共済法施行規
則第１７条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人福祉医療機構

677 410 - - -

共済契約者の届出（被共済職員の氏名の変
更）

社会福祉施設職員等退職手当共済法施行規
則第１８条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人福祉医療機構

12,488 3,700 - - -

共済契約者の届出（被共済職員の従業の状況
に関する報告）

社会福祉施設職員等退職手当共済法施行規
則第１９条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人福祉医療機構 退 職 手
当 共 済
電 子 届
出システ
ム

退 職 手
当 共 済
業 務 処
理システ
ム

685,012 673,408 平成19
年度

685,012 512,251 453,859 74.780 ×

社会福祉施設職員等退職手当共済契約の申
し込み

社会福祉施設職員等退職手当共済法施行規
則第２条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人福祉医療機構

154 199 - - -

共済契約者の届出（共済契約者が行う契約の
解除）

社会福祉施設職員等退職手当共済法施行規
則第５条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人福祉医療機構

62 75 - - -

退職手当金の請求 社会福祉施設職員等退職手当共済法施行規
則第６条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人福祉医療機構

63,704 76,567 - - -

共済契約者の届出（申出施設等に係る届出） 社会福祉施設職員等退職手当共済法施行規
則第３条の３

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

独立行政法人福祉医療機構

667 818 - - -

精神保健福祉士の受験手続き 精神保健福祉士法第施行規則第７条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（財）社会福祉振興・試験センター

7,085 7,689 - - -

精神保健福祉士の登録申請 精神保健福祉士法施行規則第１１条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（財）社会福祉振興・試験センター

2,554 4,391 - - -

精神保健福祉士の登録事項の変更 精神保健福祉士法施行規則第１３条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（財）社会福祉振興・試験センター

199 1,132 - - -
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表３　独立行政法人等が扱う手続（申請・届出等手続）

手続名 根拠法令、根拠規定
実施時期
　（年度）

提示内容 独立行政法人等名
受付シス

テム
処理シス

テム
21年度 20年度

オンライ
ン化   実
施年度

オンライン化済み
手続の年間申請

等件数

オンライ
ン化の停
止状況

オンライ
ン化予定
の有無

オンライ
ン化停止
予定の
有無

21年度 20年度
オンライン

利用率（％） 備考
電子署名の

有無
備考

ａ ｂ ｃ ｃ／ｂ×100

（左記が○
の場合）

公的個人認
証サービス
の対応状況

公的個人認証サービス導入状況オンライン申請等件数オンライン化実施方策の提示 利用システム名 手続の年間申請等件数 オンライン化状況

精神保健福祉士登録証変更申請 精神保健福祉士法施行規則第１４条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

（財）社会福祉振興・試験センター

199 62 - - -

納付金の納付猶予の申請 介護保険の医療保険者の納付金の算定等に
関する省令第１５条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

社会保険診療報酬支払基金

0 0 - - -

医療保険者の新設等の届出 介護保険の医療保険者の納付金の算定等に
関する省令第１５条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

社会保険診療報酬支払基金

0 0 - - -

医療保険者に係る第２号被保険者数の過大・
過小申請

介護保険の医療保険者の納付金の算定等に
関する省令第８条第１項第１号

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

社会保険診療報酬支払基金 介 護 保
険 運 用
システム

介 護 保
険 運 用
システム

389 438 平成15
年度

389 378 414 97.172 ×

医療保険加入者数の報告 介護保険の医療保険者の納付金の算定等に
関する省令第１４条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

社会保険診療報酬支払基金 介 護 保
険 運 用
システム

介 護 保
険 運 用
システム

3,546 3,583 平成15
年度

3,546 3,356 2,996 94.642 ×

合併、分割又は解散が行われた場合における
医療保険者の第２号被保険者数等の届出

介護保険の医療保険者の納付金の算定等に
関する省令第１５条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

社会保険診療報酬支払基金

0 0 - - -

各月ごとの医療納付対象額の報告 介護保険の医療保険者の納付金の算定等に
関する省令第１３条の２

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

社会保険診療報酬支払基金 介 護 保
険 運 用
システム

介 護 保
険 運 用
システム

19,551 19,884 平成15
年度

19,551 19,471 19,773 99.591 ×

各年度の医療納付対象額の報告 介護保険の医療保険者の納付金の算定等に
関する省令第１３条の２

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

社会保険診療報酬支払基金 介 護 保
険 運 用
システム

介 護 保
険 運 用
システム

1,658 1,672 平成15
年度

1,658 1,619 1,642 97.648 ×

介護予防事業医療保険納付対象額の報告 介護保険の医療保険者の納付金の算定等に
関する省令第１３条の２

平 成 19 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

社会保険診療報酬支払基金 介 護 保
険 運 用
システム

介 護 保
険 運 用
システム

1,658 1,672 平成19
年度

1,658 1,615 1,641 97.407 ×

納付の猶予の申請 高齢者の医療の確保に関する法律による保険
者の前期高齢者交付金等の額の算定等に関
する省令第22条、第43条、附則第20条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

社会保険診療報酬支払基金 高 齢 者
医 療 制
度 関 係
業 務 運
用システ
ム

高 齢 者
医 療 制
度 関 係
業 務 運
用システ
ム

0 0 平成20
年度

0 0 0 - ×

新設等の届出 高齢者の医療の確保に関する法律による保険
者の前期高齢者交付金等の額の算定等に関
する省令第45条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

社会保険診療報酬支払基金 高 齢 者
医 療 制
度 関 係
業 務 運
用システ
ム

高 齢 者
医 療 制
度 関 係
業 務 運
用システ
ム

1,478 600 平成20
年度

1,478 1,250 459 84.574 ×

前期高齢者納付金に関する前期高齢者給付
費額に係る過大・過小の申請

高齢者の医療の確保に関する法律による保険
者の前期高齢者交付金等の額の算定等に関
する省令第5条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

社会保険診療報酬支払基金 高 齢 者
医 療 制
度 関 係
業 務 運
用システ
ム

高 齢 者
医 療 制
度 関 係
業 務 運
用システ
ム

86 104 平成20
年度

86 85 95 98.837 ×

前期高齢者納付金に関する前期高齢者加入
者数等に係る過大・過小の申請

高齢者の医療の確保に関する法律による保険
者の前期高齢者交付金等の額の算定等に関
する省令第8条、第19条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

社会保険診療報酬支払基金 高 齢 者
医 療 制
度 関 係
業 務 運
用システ
ム

高 齢 者
医 療 制
度 関 係
業 務 運
用システ
ム

81 102 平成20
年度

81 79 91 97.531 ×

納付の猶予の申請 国民健康保険法附則第16条において準用する
高齢者の医療の確保に関する法律第46条、高
齢者の医療の確保に関する法律による保険者
の前期高齢者交付金等の額の算定等に関する
省令第22条、第43条、附則第20条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

社会保険診療報酬支払基金 高 齢 者
医 療 制
度 関 係
業 務 運
用システ
ム

高 齢 者
医 療 制
度 関 係
業 務 運
用システ
ム 0 0 平成20

年度
0 0 0 - ×
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表３　独立行政法人等が扱う手続（申請・届出等手続）

手続名 根拠法令、根拠規定
実施時期
　（年度）

提示内容 独立行政法人等名
受付シス

テム
処理シス

テム
21年度 20年度

オンライ
ン化   実
施年度

オンライン化済み
手続の年間申請

等件数

オンライ
ン化の停
止状況

オンライ
ン化予定
の有無

オンライ
ン化停止
予定の
有無

21年度 20年度
オンライン

利用率（％） 備考
電子署名の

有無
備考

ａ ｂ ｃ ｃ／ｂ×100

（左記が○
の場合）

公的個人認
証サービス
の対応状況

公的個人認証サービス導入状況オンライン申請等件数オンライン化実施方策の提示 利用システム名 手続の年間申請等件数 オンライン化状況

新設等の届出 国民健康保険の事務費負担金等の交付額等
の算定に関する省令第15条、高齢者の医療の
確保に関する法律による保険者の前期高齢者
交付金等の額の算定等に関する省令第45条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

社会保険診療報酬支払基金 高 齢 者
医 療 制
度 関 係
業 務 運
用システ
ム

高 齢 者
医 療 制
度 関 係
業 務 運
用システ
ム 1,476 600 平成20

年度
1,476 1,346 459 91.192 ×

退職者拠出金に係る過大・過小の申請 健康保険法施行規則等の一部を改正する省令
（平成20年厚生労働省令第77号）附則第15条
の規定によりなおその効力を有するものとされ
同条の規定により読み替えられた国民健康保
険法による被用者保険等保険者拠出金等の算
定等に関する省令

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

社会保険診療報酬支払基金 退 職 者
医 療 関
係 業 務
システム

退 職 者
医 療 関
係 業 務
システム

0 0 平成20
年度

0 0 0 - ×

診療報酬請求書及び診療報酬明細書 療養の給付、老人医療及び公費負担医療に関
する費用の請求に関する省令第３条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

社会保険診療報酬支払基金、国民健康保険団体
連合会

オンライ
ン 請 求
システム

レセプト
電 算 処
理システ
ム

1,800,302,643 1,617,416,745 平成18
年度

1,800,302,643 969,094,256 245,368,072 53.830

平成21年4月～平成22年3月受付分

×

加入者数等の報告 高齢者の医療の確保に関する法律による保険
者の前期高齢者交付金等の額の算定等に関
する省令第44条、附則第4条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

社会保険診療報酬支払基金 高 齢 者
医 療 制
度 関 係
業 務 運
用システ
ム

高 齢 者
医 療 制
度 関 係
業 務 運
用システ
ム

3,474 3,546 平成20
年度

3,474 3,452 3,072 99.367 ×

年金給付の裁定請求 国民年金法第１６条、第１３７条の２１ 国民年金
法１３７条の１５第１項 国民年金基金規則第１４
条、第６３条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

国民年金基金、国民年金基金連合会

39,000 39,000 - - -

一時金裁定請求 国民年金法第１６条、第１３７条の２１ 国民年金
法１３７条の１５ 国民年金基金規則第２２条、第
６３条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

国民年金基金、国民年金基金連合会

4,800 4,400 - - -

生存に関する証明書の提出 国民年金基金規則第１５条、第６３条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

国民年金基金、国民年金基金連合会

240,000 205,000 - - -

氏名変更の届出 国民年金基金規則第１６条、第６３条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

国民年金基金、国民年金基金連合会

200 200 - - -

住所変更の届出 国民年金基金規則第１７条、第６３条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

国民年金基金、国民年金基金連合会

4,700 3,700 - - -

払渡希望機関の変更の届出 国民年金基金規則第１８条、第６３条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

国民年金基金、国民年金基金連合会

3,400 2,800 - - -

年金証書の再交付の申請 国民年金基金規則第１９条、第６３条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

国民年金基金、国民年金基金連合会

300 300 - - -

死亡の届出 国民年金基金規則第２０条、第６３条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

国民年金基金、国民年金基金連合会

2,600 1,600 - - -

未支給の年金の請求 国民年金基金規則第２１条、第６３条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

国民年金基金、国民年金基金連合会

2,500 2,100 - - -

会員の申出 国民年金法第１３７条の１４第１項 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

国民年金基金連合会

0 0 - - -

18/23



表３　独立行政法人等が扱う手続（申請・届出等手続）

手続名 根拠法令、根拠規定
実施時期
　（年度）

提示内容 独立行政法人等名
受付シス

テム
処理シス

テム
21年度 20年度

オンライ
ン化   実
施年度

オンライン化済み
手続の年間申請

等件数

オンライ
ン化の停
止状況

オンライ
ン化予定
の有無

オンライ
ン化停止
予定の
有無

21年度 20年度
オンライン

利用率（％） 備考
電子署名の

有無
備考

ａ ｂ ｃ ｃ／ｂ×100

（左記が○
の場合）

公的個人認
証サービス
の対応状況

公的個人認証サービス導入状況オンライン申請等件数オンライン化実施方策の提示 利用システム名 手続の年間申請等件数 オンライン化状況

現価相当額の申出 国民年金法第１３７条の１７第1項、国民年金基
金令第４６条、国民年金基金規則第５５条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

国民年金基金連合会

864 865 - - -

残余財産の交付にかかる申出 国民年金法第１３７条の１９第４項 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

国民年金基金連合会

0 0 - - -

再加入に係る現価相当額の交付の請求 国民年金法第１３７条の１８第１項、国民年金基
金規則第５７条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

国民年金基金連合会

864 864 - - -

解散基金加入員に係る老齢基礎年金の支給
停止事由該当等の届出

国民年金法第２０条第１項前段、国民年金基金
規則第６１条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

国民年金基金連合会

0 0 - - -

年金給付の裁定請求書 厚生年金保険法163条 厚生年金基金施行規
則第21条（第74条）

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

厚生年金基金、企業年金連合会

621,303 660,088 - - -

一時金裁定請求書 厚生年金保険法163条 厚生年金基金施行規
則第21条（第74条）

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

厚生年金基金、企業年金連合会

7,139 7,858 - - -

死亡届 厚生年金保険法第98条４項（第174条）厚生年
金基金規則第27条（第74条）

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

厚生年金基金、企業年金連合会

57,267 71,757 - - -

未支給年金給付請求書 厚生年金保険法第37条（第136条）厚生年金基
金規則第23条（第74条）

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

厚生年金基金、企業年金連合会

3,312 4,373 - - -

死亡一時金裁定請求書 厚生年金保険法第37条（第136条）厚生年金基
金規則第23条（第74条）

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

厚生年金基金、企業年金連合会

4,639 5,408 - - -

現況届 厚生年金基金規則第24条（第74条） 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

厚生年金基金、企業年金連合会

161,454 139,839 - - -

年金証書再交付申請書 厚生年金基金規則第61条第3項（第74条） 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

厚生年金基金、企業年金連合会

2,996 2,602 - - -

氏名変更届 厚生年金基金規則第25条（第74条） 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

厚生年金基金、企業年金連合会

3,434 3,047 - - -

住所変更届 厚生年金基金規則第26条（第74条） 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

厚生年金基金、企業年金連合会

69,414 89,362 - - -

解散基金加入員に係る老齢厚生年金基金等
の支給停止事由該当届

厚生年金基金規則第72条の4 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

企業年金連合会

78,648 77,276 - - -

解散基金加入員に係る老齢厚生年金基金等
の支給停止解除届

厚生年金基金規則第72条の4第3項 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

企業年金連合会

0 0 - - -

厚生年金基金中途脱退者年金給付支給義務
移転等申出書

厚生年金保険法第160条第１項、第160条の２
第1項、厚生年金基金令第51条、厚生年金基
金規則第70条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

企業年金連合会

353,689 389,326 - - -

厚生年金基金再加入者年金等現価相当額交
付請求書

厚生年金保険法第161条第１項、第161条第2
項、厚生年金基金施行規則第72条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

企業年金連合会

13,172 15,059 - - -

残余財産交付の申出 厚生年金保険法第162条の３第４項、厚生年金
基金規則第第72条の２

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

企業年金連合会

18,373 933 - - -

年金給付の裁定請求 石炭鉱業年金基金法第１９条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

石炭鉱業年金基金

36 66 - - -
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表３　独立行政法人等が扱う手続（申請・届出等手続）

手続名 根拠法令、根拠規定
実施時期
　（年度）

提示内容 独立行政法人等名
受付シス

テム
処理シス

テム
21年度 20年度

オンライ
ン化   実
施年度

オンライン化済み
手続の年間申請

等件数

オンライ
ン化の停
止状況

オンライ
ン化予定
の有無

オンライ
ン化停止
予定の
有無

21年度 20年度
オンライン

利用率（％） 備考
電子署名の

有無
備考

ａ ｂ ｃ ｃ／ｂ×100

（左記が○
の場合）

公的個人認
証サービス
の対応状況

公的個人認証サービス導入状況オンライン申請等件数オンライン化実施方策の提示 利用システム名 手続の年間申請等件数 オンライン化状況

一時金裁定請求 石炭鉱業年金基金法第１９条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

石炭鉱業年金基金

9 47 - - -

資格取得届 石炭鉱業年金基金法施行規則第３条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

石炭鉱業年金基金

2 0 - - -

資格喪失届 石炭鉱業年金基金法施行規則第４条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

石炭鉱業年金基金

24 99 - - -

氏名変更届 石炭鉱業年金基金法施行規則第５条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

石炭鉱業年金基金

0 0 - - -

事業所名称所在地変更届 石炭鉱業年金基金法施行規則第６条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

石炭鉱業年金基金

0 0 - - -

事業主変更届 石炭鉱業年金基金法施行規則第７条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

石炭鉱業年金基金

0 0 - - -

出炭に関する届 石炭鉱業年金基金法施行規則第８条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

石炭鉱業年金基金

4 4 - - -

氏名変更届（受給者） 石炭鉱業年金基金法施行規則第９条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

石炭鉱業年金基金

0 0 - - -

住所変更届（受給者） 石炭鉱業年金基金法施行規則第１０条 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

石炭鉱業年金基金

322 540 - - -

死亡届（受給者） 石炭鉱業年金基金法３５条第４項、石炭鉱業年
金基金法施行規則第１２条

平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

石炭鉱業年金基金

727 648 - - -

坑内員証再交付申請 石炭鉱業年金基金法施行規則第２６条第２項 平成１5年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

石炭鉱業年金基金

0 0 - - -

健康保険任意継続被保険者保険料納付遅延
理由申請書

健康保険法３７条、３８条、１６１条、１６４条、健
康保険法施行規則１３８条

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会

116,485 1,072 - - -

平成２０年１０月より実施
手続の年間申請等件数については
概数である

船員保険疾病任意継続被保険者保険料納付
遅延理由申請書

船員保険法１９条の４、船員保険法施行規則１
３条の６

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会

108 - ○ - - -
オンライン停止年月日
平成２２年１月１日（社会保険庁廃止
による）

健康保険被保険者証滅失き損無余白再交付
申請書

健康保険法１９７条、健康保険法施行規則４９
条、５２条

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会 情 報 提
供システ
ム

基 幹 業
務システ
ム 424,264 109,833 平成20

年度
424,264 23 25 0.005

平成２０年１０月より実施
手続の年間申請等件数については
概数である ○ ○

船員保険高齢受給者証滅失き損再交付申請
書

船員保険法２８条の３、船員保険法施行規則１
７条の２、１７条の５、２４条の２の５、４７条の２、４
７条の２の７

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会

12 - ○ - - -
オンライン停止年月日
平成２２年１月１日（社会保険庁廃止
による）

健康保険標準負担額減額申請書 健康保険法８５条、１４９条、１９７条、健康保険
法施行規則５８条、５９条、１０５条、１３４条

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会 情 報 提
供システ
ム

基 幹 業
務システ
ム 15,474 1,904 平成20

年度
15,474 1 2 0.006

平成２０年１０月より実施
手続の年間申請等件数については
概数である

○ ○

船員保険食事療養標準負担額減額申請書 船員保険法２８条の７、３１条の２、船員保険法
施行規則２４条の２の５、４７条の２の７

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会

0 - ○ - - -
オンライン停止年月日
平成２２年１月１日（社会保険庁廃止
による）

健康保険第三者の行為による傷病届 健康保険法５７条、１９７条、健康保険法施行規
則６５条、９４条、１３４条

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会 情 報 提
供システ
ム

基 幹 業
務システ
ム

19,528 3,419 平成20
年度

19,528 0 0 -
平成２０年１０月より実施
手続の年間申請等件数については
概数である

○ ○

船員保険第三者の行為による傷病届 船員保険法２５条、船員保険法施行規則２６
条、４５条

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会

22 - ○ - - -
オンライン停止年月日
平成２２年１月１日（社会保険庁廃止
による）
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表３　独立行政法人等が扱う手続（申請・届出等手続）

手続名 根拠法令、根拠規定
実施時期
　（年度）

提示内容 独立行政法人等名
受付シス

テム
処理シス

テム
21年度 20年度

オンライ
ン化   実
施年度

オンライン化済み
手続の年間申請

等件数

オンライ
ン化の停
止状況

オンライ
ン化予定
の有無

オンライ
ン化停止
予定の
有無

21年度 20年度
オンライン

利用率（％） 備考
電子署名の

有無
備考

ａ ｂ ｃ ｃ／ｂ×100

（左記が○
の場合）

公的個人認
証サービス
の対応状況

公的個人認証サービス導入状況オンライン申請等件数オンライン化実施方策の提示 利用システム名 手続の年間申請等件数 オンライン化状況

健康保険被保険者家族療養費支給申請書、健
康保険被保険者家族療養費支給申請書（食事
療養標準負担額差額支給申請用）

健康保険法８５条、８７条、１１０条、１３２条、１４０
条、１４８条、健康保険法施行規則６１条、６６
条、１２３条、１２８条、１３４条

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会 情 報 提
供システ
ム

基 幹 業
務システ
ム

795,343 294,546 平成20
年度

795,343 1 0 0.000
平成２０年１０月より実施
手続の年間申請等件数については
概数である

○ ○

船員保険被保険者家族療養費支給申請書 船員保険法２８条の７、２９条の２、２９条の３、３１
条の２、船員保険法施行規則２４条の２の８、４２
条、４３条、４５条

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会

9,428 - ○ - - -
オンライン停止年月日
平成２２年１月１日（社会保険庁廃止
による）

健康保険被保険者家族移送費支給申請（移送
届）書

健康保険法９７条、１１２条、１３４条、１４２条、１４
８条、１４９条、健康保険法施行規則８２条、９５
条、１２４条、１２９条、１３４条

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会 情 報 提
供システ
ム

基 幹 業
務システ
ム

302 126 平成20
年度

302 0 0 -
平成２０年１０月より実施
手続の年間申請等件数については
概数である

○ ○

船員保険被保険者家族移送費支給申請書（移
送届）

船員保険法２９条の６、３１条の４、船員保険法
施行規則４３条の９、４６条の３

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会

9 - ○ - - -
オンライン停止年月日
平成２２年１月１日（社会保険庁廃止
による）

健康保険傷病手当金請求書 健康保険法９９条、１０４条、１０８条、１３５条、１４
８条、１４９条、健康保険法施行規則８４条、８８
条、１２５条、１３４条

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会 情 報 提
供システ
ム

基 幹 業
務システ
ム

936,215 429,149 平成20
年度

936,215 12 2 0.001
平成２０年１０月より実施
手続の年間申請等件数については
概数である

○ ○

船員保険傷病手当金支給請求書 船員保険法３０条、船員保険法施行規則４４
条、４４条の２

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会

3,599 - ○ - - -
オンライン停止年月日
平成２２年１月１日（社会保険庁廃止
による）

健康保険被保険者家族埋葬料（費）請求書 健康保険法１００条、１０５条、１１３条、１３６条、１
４３条、１４８条、健康保険法施行規則８５条、９６
条、１２６条、１２９条、１３４条

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会 情 報 提
供システ
ム

基 幹 業
務システ
ム

46,905 60,260 平成20
年度

46,905 1 3 0.002

平成２０年１０月より実施
手続の年間申請等件数については
概数である

○ ○

船員保険被保険者家族葬祭料（費）請求書 船員保険法５０条の９、５０条の１０、船員保険法
施行規則８２条の１５、１７条の７、１７条の８、２４
条の２の５、４７条の２、４７条の２の７、８２条の１
６、８２条の１７

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会

115 - ○ - - -

オンライン停止年月日
平成２２年１月１日（社会保険庁廃止
による）

健康保険被保険者家族出産育児一時金請求
書

健康保険法１０１条、１０６条、１１４条、１３７条、１
４４条、１４８条、健康保険法施行規則８６条、９７
条 、１２７条、１２９条

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会 情 報 提
供システ
ム

基 幹 業
務システ
ム

254,724 210,247 平成20
年度

254,724 4 1 0.002
平成２０年１０月より実施
手続の年間申請等件数については
概数である

○ ○

船員保険出産育児一時金・家族出産育児一時
金支給請求書

船員保険法３２条、３３条、船員保険法施行規
則４７条の５、４８条

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会

135 - ○ - - -
オンライン停止年月日
平成２２年１月１日（社会保険庁廃止
による）

健康保険出産手当金請求書 健康保険法１０２条、１０８条、１３８条、１３９条、１
４９条、健康保険法施行規則８７条、１２７条、１３
４条

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会 情 報 提
供システ
ム

基 幹 業
務システ
ム

109,763 66,518 平成20
年度

109,763 0 0 -

平成２０年１０月より実施
手続の年間申請等件数については
概数である

○ ○

船員保険出産手当金支給請求書 船員保険法３２条、船員保険法施行規則４７条
の６

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会

1 - ○ - - -
オンライン停止年月日
平成２２年１月１日（社会保険庁廃止
による）

健康保険特定疾病療養受療証交付申請書 健康保険法１１５条、健康保険法施行規則９９
条、１３４条

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会 情 報 提
供システ
ム

基 幹 業
務システ
ム

37,792 4,389 平成20
年度

37,792 0 0 -
平成２０年１０月より実施
手続の年間申請等件数については
概数である

○ ○

船員保険特定疾病療養受療証交付申請書 船員保険法２９条、船員保険法施行令９条、船
員保険法施行規則４７条の２

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会

14 - ○ - - -
オンライン停止年月日
平成２２年１月１日（社会保険庁廃止
による）

健康保険被保険者被扶養者世帯合算高額療
養費支給申請書

健康保険法１１５条、１４７条、１４９条、健康保険
法施行令４１条、健康保険法施行規則１０９条、
１３４条

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会 情 報 提
供システ
ム

基 幹 業
務システ
ム

813,908 94,642 平成20
年度

813,908 87 18 0.011
平成２０年１０月より実施
手続の年間申請等件数については
概数である

○ ○

船員保険高額療養費支給申請書 船員保険法３１条の６、船員保険法施行令９
条、船員保険法施行規則４７条の４

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会

758 - ○ - - -
オンライン停止年月日
平成２２年１月１日（社会保険庁廃止
による）

被保険者手帳再交付申請書、被保険者受給資
格者票再交付申請書、特別療養費受給票再交
付申請書

健康保険法１２９条、１９７条、健康保険法施行
規則１１７条、１２１条、１３２条、１３４条

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会 情 報 提
供システ
ム

基 幹 業
務システ
ム

601 3 平成20
年度

601 0 0 -
平成２０年１０月より実施
手続の年間申請等件数については
概数である

○ ○
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表３　独立行政法人等が扱う手続（申請・届出等手続）

手続名 根拠法令、根拠規定
実施時期
　（年度）

提示内容 独立行政法人等名
受付シス

テム
処理シス

テム
21年度 20年度

オンライ
ン化   実
施年度

オンライン化済み
手続の年間申請

等件数

オンライ
ン化の停
止状況

オンライ
ン化予定
の有無

オンライ
ン化停止
予定の
有無

21年度 20年度
オンライン

利用率（％） 備考
電子署名の

有無
備考

ａ ｂ ｃ ｃ／ｂ×100

（左記が○
の場合）

公的個人認
証サービス
の対応状況

公的個人認証サービス導入状況オンライン申請等件数オンライン化実施方策の提示 利用システム名 手続の年間申請等件数 オンライン化状況

健康保険高齢受給者基準収入額適用申請書 健康保険法７４条、健康保険法施行令３４条、
健康保険施行規則５６条

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会 情 報 提
供システ
ム

基 幹 業
務システ
ム 2,593 1,985 平成20

年度
2,593 0 0 -

平成２０年１０月より実施
手続の年間申請等件数については
概数である ○ ○

船員保険高齢受給者基準収入額適用申請書 船員保険法２８条、船員保険法施行令４条、船
員保険法施行規則２４条

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会

3 - ○ - - -

オンライン停止年月日
平成２２年１月１日（社会保険庁廃止
による）

保険料等還付請求書 健康保険法１６５条、健康保険法施行令５１条、
健康保険法施行規則１４１条

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会

267,876 30,403 - - -

平成２０年１０月より実施
手続の年間申請等件数については
概数である

保険料等還付請求書 船員保険法６２条の３、船員保険法施行規則１
０１条

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会

0 - ○ - - -
オンライン停止年月日
平成２２年１月１日（社会保険庁廃止
による）

健康保険任意継続被保険者資格取得申請書 健康保険法３条、３７条、健康保険法施行規則
４２条

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会 情 報 提
供システ
ム

基 幹 業
務システ
ム 477,423 214,369 平成20

年度
477,423 29 7 0.006

平成２０年１０月より実施
手続の年間申請等件数については
概数である ○ ○

健康保険任意継続被保険者資格喪失申請書 健康保険法３８条、１９７条、健康保険法施行規
則５１条、５２条、５９条、９９条

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会 情 報 提
供システ
ム

基 幹 業
務システ
ム 208,448 107,185 平成20

年度
208,448 11 1 0.005

平成２０年１０月より実施
手続の年間申請等件数については
概数である ○ ○

健康保険任意継続被保険者住所変更届 健康保険法１９７条、健康保険法施行規則４４
条、４７条、４８条、５２条、５９条、９９条

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会 情 報 提
供システ
ム

基 幹 業
務システ
ム 38,977 6,851 平成20

年度
38,977 3 0 0.008

平成２０年１０月より実施
手続の年間申請等件数については
概数である ○ ○

船員保険疾病任意継続被保険者資格取得申
請書

船員保険法施行規則13条の4〈船員保険法〉 平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会

1,494 - ○ - - -
オンライン停止年月日
平成２２年１月１日（社会保険庁廃止
による）

船員保険疾病任意継続被保険者資格喪失申
請書

船員保険法施行規則13条の4の2､17条の7､24
条の2の5〈船員保険法〉

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会

1,100 - ○ - - -
オンライン停止年月日
平成２２年１月１日（社会保険庁廃止
による）

船員保険疾病任意継続被保険者氏名変更届、
船員保険疾病任意継続被保険者住所変更届

船員保険法施行規則13条の5、17条の2､17条
の5､47条の2〈船員保険法〉

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会

47 - ○ - - -

オンライン停止年月日
平成２２年１月１日（社会保険庁廃止
による）

船員保険療養補償証明書 船員保険法施行規則24条の2､27条〈船員保険
法〉

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会

3,828 - ○ - - -
オンライン停止年月日
平成２２年１月１日（社会保険庁廃止
による）

船員保険通勤災害申出書 船員保険法施行規則24条の2の2〈船員保険
法〉

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会

0 - ○ - - -
オンライン停止年月日
平成２２年１月１日（社会保険庁廃止
による）

船員保険一部負担金相当額支給申請書 船員保険法施行規則43条の6〈船員保険法〉 平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会

69 - ○ - - -
オンライン停止年月日
平成２２年１月１日（社会保険庁廃止
による）

船員保険被保険者被扶養者資格喪失後の継
続療養受給届

船員保険法２８条、船員保険法施行規則２９
条、４５条

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会

148 - ○ - - -
オンライン停止年月日
平成２２年１月１日（社会保険庁廃止
による）

船員保険障害年金受給権者障害不該当届 船員保険法４０条、４４条の２、船員保険法施行
規則７４条、８７条

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会

0 - ○ - - -
オンライン停止年月日
平成２２年１月１日（社会保険庁廃止
による）

船員保険障害差額一時金請求書 船員保険法４２条、４４条の２、船員保険法施行
規則７４条の４、７６条、８７条

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会

0 - ○ - - -
オンライン停止年月日
平成２２年１月１日（社会保険庁廃止
による）

船員保険遺族一時金裁定請求書 船員保険法４２条の３、船員保険法施行規則７
４条の５、８７条

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会

2 - ○ - - -
オンライン停止年月日
平成２２年１月１日（社会保険庁廃止
による）

船員保険障害年金受給権者障害該当届 船員保険法４４条の２、船員保険法施行規則７
４条の１０、８７条

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会

0 - ○ - - -
オンライン停止年月日
平成２２年１月１日（社会保険庁廃止
による）
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表３　独立行政法人等が扱う手続（申請・届出等手続）

手続名 根拠法令、根拠規定
実施時期
　（年度）

提示内容 独立行政法人等名
受付シス

テム
処理シス

テム
21年度 20年度

オンライ
ン化   実
施年度

オンライン化済み
手続の年間申請

等件数

オンライ
ン化の停
止状況

オンライ
ン化予定
の有無

オンライ
ン化停止
予定の
有無

21年度 20年度
オンライン

利用率（％） 備考
電子署名の

有無
備考

ａ ｂ ｃ ｃ／ｂ×100

（左記が○
の場合）

公的個人認
証サービス
の対応状況

公的個人認証サービス導入状況オンライン申請等件数オンライン化実施方策の提示 利用システム名 手続の年間申請等件数 オンライン化状況

船員保険障害年金額改定請求書 船員保険法４５条の２、船員保険法施行規則７
４条の１２、８７条

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会

0 - ○ - - -
オンライン停止年月日
平成２２年１月１日（社会保険庁廃止
による）

船員保険年金受給権者死亡届 船員保険法145条、153条、船員保険法施行規
則123条、136条

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会

2 - ○ - - -
オンライン停止年月日
平成２２年１月１日（社会保険庁廃止
による）

船員保険未支給保険給付請求書 船員保険法145条、153条、船員保険法施行規
則124条、141条

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会

2 - ○ - - -
オンライン停止年月日
平成２２年１月１日（社会保険庁廃止
による）

船員保険介護料請求書 船員保険法４６条、船員保険法施行規則７６条
の４

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会

165 - ○ - - -
オンライン停止年月日
平成２２年１月１日（社会保険庁廃止
による）

船員保険行方不明手当金請求書 船員保険法２２条の２、４９条の２、４９条の７、船
員保険法施行規則８０条の３

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会

8 - ○ - - -
オンライン停止年月日
平成２２年１月１日（社会保険庁廃止
による）

船員保険遺族年金受給権者の所在不明による
支給停止・支給停止解除申請書

船員保険法５０条の５、船員保険法施行規則８
２条の４、８２条の４の２、８７条

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会

0 - ○ - - -
オンライン停止年月日
平成２２年１月１日（社会保険庁廃止
による）

船員保険遺族年金受給権者胎児出生届 船員保険法２３条、船員保険法施行規則８２条
の９、８７条

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会

2 - ○ - - -
オンライン停止年月日
平成２２年１月１日（社会保険庁廃止
による）

船員保険増額加給金対象者不該当届 船員保険法５０条の３、船員保険法施行規則８
２条の１０、８７条

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会

0 - ○ - - -
オンライン停止年月日
平成２２年１月１日（社会保険庁廃止
による）

船員保険遺族年金受給権者障害該当届 船員保険法５０条の３の２、船員保険法施行規
則８２条の１０の２、８７条

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会

0 - ○ - - -
オンライン停止年月日
平成２２年１月１日（社会保険庁廃止
による）

船員保険遺族年金受給権者障害不該当届 船員保険法５０条の３の２、船員保険法施行規
則８２条の１０の３

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会

0 - ○ - - -
オンライン停止年月日
平成２２年１月１日（社会保険庁廃止
による）

船員保険障害遺族年金差額一時金請求書 船員保険法５０条の７、４２条の２、船員保険法
施行規則７６条、８２条の１２、８７条

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会

0 - ○ - - -

オンライン停止年月日
平成２２年１月１日（社会保険庁廃止
による）

船員保険障害・遺族前払一時金請求書 船員保険法附則７条、８条、船員保険法施行規
則８２条の１７の４、８２条の１７の８、８７条

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会

1 - ○ - - -

オンライン停止年月日
平成２２年１月１日（社会保険庁廃止
による）

船員保険移転費支給申請書（社会保険事務局
等への提出）

船員保険法５７条の３、船員保険法施行規則８
２条の１８

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会

0 - ○ - - -
オンライン停止年月日
平成２２年１月１日（社会保険庁廃止
による）

船主責任災害損害賠償受領届 船員保険法９条、船員保険法施行規則８２条の
２０の３

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会

0 - ○ - - -
オンライン停止年月日
平成２２年１月１日（社会保険庁廃止
による）

国民年金・厚生年金保険・船員保険障害給付
裁定請求書（船員保険）

船員保険法４０条、船員保険法施行規則７０
条、７５条の８、７５条の９、８７条

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会

15 - ○ - - -
オンライン停止年月日
平成２２年１月１日（社会保険庁廃止
による）

国民年金・厚生年金保険・船員保険遺族給付
裁定請求書（船員保険）

船員保険法５０条、２３条の２、５０条の４、船員
保険法施行規則８１条、８１条の２、８１条の４、８
７条

平 成 20 年
度

手続に共通な
体制方針、シ
ステム化方針
等

全国健康保険協会

15 - ○ - - -
オンライン停止年月日
平成２２年１月１日（社会保険庁廃止
による）

手続数合計 401 1,813,277,506 1,627,475,894 48 1,806,742,889 41 6 0 970,674,181 246,718,846
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